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子どもや家庭を取り巻く環境が移り変わるなかで、家庭や地域の子どもを肯てるカが急速に失われてお
り、従来の制度的枠組のもとでの子育て支援の形態、方法、内容によっては、充足し得ない子肯ーて支援ニ
ーズが発生してきており、新しい対応が求められるようになってきている。
子育て支援策の分野において『ネットワーク」という用語が頻繁に使用されるようになったのは、その
ような「新しい子育て支綾のエーズJに対する新しい対応が求められてきたからであり、新しい子育て支
媛理念に基づいた社会的子育て支援システムづくりを目標としている。また、その援助方法は、 『子育て
支援ネットワークJの援助の目標が何か、どのような「子育て支援J理念の視点に中心を置くかによって
異なってくる。
つまり、 「子育て支援ネットワークJというのは、ネットワークの関係機関や関係者がどのような子育
て支援の理念に基づいて、子育て支援を行うのかによってその援助の目標や方法が違ってくる。そして、
そこに基つ.く「子育て支援」の理念は、それぞれ「子育て支援ネットワーク」における子台ーて支援の援助
方法を位置づける重要な方向を提示する。したがって、 「子育て支援ネットワークJの実際をより明白に
分析する一つの方法は、 『子育て支援J理念、の視点、を明らかにし、その視点に基づいて、現在の[子育て
支援ネットワーク」の援助目標や現状を分析することである。
ところで、近年、 「子育て支媛Jや『保育所の子育て支援ネットワークj について、多くの研究や模索
がなされているが、用いられる立場や対象によって慨念や意味が違うことがよくある。実際には、子育て
支援事業を実施している保育所の事業内容(子育て相談や情報提供、子育てサークルの場)や行政機関の
子育て支援制度を紹介している程度のものが多く、概念的に非常に混乱している状況にある。
そこで、本研究は、現在、行われている『子育て支援ネットワークJの実際を明確するために、まず、
「子育て支援Jとは、何か、なお、 「子育て支援ネットワーク」とは、何かを明確し、その「子育て支援
理念」の視点、に基づいて、 『子育て支援ネットワークJの援助目標や現状を考察した。
本研究の考察によると、 『子育て支援j とは、親の養育カを高めるための子育て支援を通じて、よりノ
ーマルな親子関係の確保、また、生きる選択肢のー形態として子育てを選ぶことで、家族の自己実現を可
能にし、子どもの健全な成長を支えることで『子どもの権利実現」や「子どもが健やかに生まれ育つため
の環境づくり」を目指すものである。この理念は、各視点、の特徴により、 『円滑な親子関係の確保」、『家
族の自己実現」、「子どもの権利実現」、「子どもの健全禽成のための環境づくり」の4つの視点、に分流で
き、 「子育て支援ネットワークJにおいて、それぞれの俊助方向を提示する。
本論文における「子膏て支援ネットワークJというのは、 「子育て支度理念』の4つの視点、に基づいて、
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関係機関や関係者が相互の連携により様々な資源や情報の交換を通じて、子育て家庭や親子に援助してい
く、また、子どもと家庭自身がこれに参加し、諸資源の動員や調整を自らの力でおこなっていけるように
する、こうした過程を経て、機関や関係者に問題意識や情報が波及し、ネットワーク全体が問題に対応し
ていくことを意味する。
このような「子禽ーて支援ネットワーク」の目的を「子育て支援理念j と関連させてみると、 「円滑な親
子関係の確保」の視点、における「子育て支援ネットワーク」のギ要な目的は、親子関係をより円滑にする
ためのものであり、親と寸こどもの日常生活においての精神的・肉体的ストレスを軽減し、子どもと向き合
う時間をより充実した快適なものとすることができるように親ヂの牛ー活を支援することである。現在実施
されている「地域子育て支援センター」の事業では、子育て支援のキな対象になる育児方法や育児不安に
対する支援を同様とする事業が該当する。例えば、チ育てに対する各種の相談、育児リフレッシュ事業、
子育てサークルの育成、子育て講演会などである。
「家肢の自己実現Jの視点における「子育て支援ネットワーク」の主要な目的は、アーどもや家族のウェ
ルビーイングを効果的に充実する子育て支援制度の確立とそれを実現するための子角ーーご支援サービスの具
体化である。つまり、子どもと親それぞれのウュルビーイングを調和させるという視点にたった施策の展
開を図ることが求められる。現住実施されている「地峡子育て支援センター」の事業では、育児と就労の
両立支援、社会活動の保障、生き方の実現への点援を通じて、家族成員全員の自己実現をめざす事業が該
当する。具体的には、特別保育事業を中心とする乳児保育、延長保育、休日保育、夜間保育、障害児保育、
学童保育、病児デイケア事業、趣味生活への支援などである。
一方、 「子どもの権利実現」の視点、における『子育て支援ネットワークj は、 『子どもの権利条約jの
要請に沿い、子どもの権利保護のための適正手続きの確保が必要である。なぜなら大人によって配慮され
た子育て支援サービスが;本当に子どもにとっても意味あるものとなるためには、子どもの権利を代弁し擁
護する仕組みが整ってはじめて達成されることになるからである。現在実施されている「地域子育て支援
センター」の事業では、子どもが自分で、自分の権利を行使できるようなプログラムや方法を工夫し、事
業のなかで、子どもの参加、意見表明ができるような事業が該当する。主として、集同の中で保角ーを受け
る権利への支援、仲間と遊ぶ権利、遊び的活動を行う権利への支援、文化的生活及び芸術活動に自由に参
加する権利(保育所のプログラムへの参加)への支援、子どもの意見表明への支援、子どものための相談
体制の充実が中心となる。
また、 「子どもの健全育成のための環境づくり」の視点、における『子育て支援ネットワーク」は、伝統
的な『健全育成j施策に含まれていた遊ぷ権利の保障とその条件整備、子ども文化の推進などを積極的に
展開することが望まれる。現在実施されている「地域子育て支援センター」の事業では、子どもの発達、
遊び、文化、地域活動への支援を中心に子どもの交流、子どもサークルへの支援を行う事業が該当する。
例えば、異年齢児交流事業、保省所退所児童との交流、共同子育てサークル、寸こどもサークルへの支援、
地域活動事業、保育所の庭園開放などである。
本研究では、このような研究考察に基づいて、 「ヂ育て支援ネットワークJの実際を把握するために、
まず、現在実施されている『子育て支援センター」の取り組み(第4章、聖愛閣の事例)分析し、その上
で、 「子音て支援センター」と他の施設・機関(保健所、児童相談所、児童委員、児童館)の関わりをネ
ットワークとして「子育て支媛理念」と関連させて分析した。その分析のための研究仮説を以下のように
設定した。
第3章第2節で、先行研究における諸学者や園、福祉同体の子育て支援理念、を、それぞれ子育て支援の
目標の違いによって「子育て支援理念」の4つの視点に分けてみた。ノド研究では、この「子育て支援』の
4つの視点、は、相互に関係するものが多いが、それぞれ f子育て支援ネットワークJにおける子育て.支援
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の援助方法、ひいては、具体的な『子育て支援事業」内容を決める重要な方向を提示すると考えた。そこ
で、第3章第3節で、 「子育て支援ネットワーク」の新しいあり方と本論文で考えている子育て支援ネッ
トワークの4つの視点、について記述し、その各々の視点に当てはめる子育て支援事業を関連させて分類を
試した。この第3章での考察をもとに、本論文の研究目的である「子育て支援理念j における保健所の
『子育て支援ネヅトワーク」の現状及び実際を把握するために、現在、地域子育て支後センターを運営し
ている保育園聖愛国の①子育て支援センターの取り組み、②他の子育て支援施策・機関の取り組み、③保
育所と他の子育て支援施設・機関との連携現状、④各視点、と③との現状を「子育て支援Jの4つの視点、と
関連させ、子育てネットワークの現状を検討した。
その結果、現在、保育所の「子育て支援センター」の事業では、四つの「子育て支援jの理念の中で、
子どもの権利実現(遊ぶ権利、子どもの参加、意見の反映等)の取り組みが欠けていた。また、 f子ども
の健全育成の環境づくり』の事業の中での地域つどいの一部を除いて、ほとんどの事業が親または、親子
たちを対象にしていた。
次に、保育所と子育て支援ネットワーク上関連がある諸施設・機関の子育て支援事業を子育て理念、の四
つの視点でみると、各施設・機関は、 『子育て支援理念、」の中で、 「家肢の自己実現」を除く、三つの視
点においては、それぞれの特徴的な支援を行っていた。しかし、 「家族の自己実現j の視点、においては、
児童館の「学童保育j を除く、いずれの機関も、その視点、に基づく事業はなされていなかった。また、保
育所と各機関の事業との連携においては、 f子どもの健全育成の環境づくり」の視点、での、 「保健所と保
育所」と「児童館と保育所』の連携を除くと、 f円滑な親子関係の確保Jの視点、でのみで、子育て支援事
業が行われており、他の視点での事業は、ほぼ実施されていなかった。
要するに、現在、子育て支援の必要性とその支援への効果的な援助舟法として、保育所における子育て
支援ネットワークの重要性が頻繁に指摘されているが、実際では、 f円滑な親子関係の確保Jの視点以外
では、ネットワークが行われていないこと、この視点、においても、保育所からの積極的な関わりではなく、
機関からの依頼があれば、協力している消極的な関わりになっていることがわかった。
これらの検討結果、以下のような研究仮説が設定された(研究仮説の設定過程は第5章参考)。
く仮説 1>ー 「地域子育て支援センタ一事業の活動項目j では、 『子育て支援理念、』の4つの視点、の中で、
『子どもの権利実現Jという視点での事業は行われていないだろう。
<仮説2>-r地域子育て支援センタ一事業の活動項目Jの特性は、 「子育て支援理念Jの4つの視点の
中で、 「円滑な親子関係の確保」という視点と最も関連をもっているだろう。
<仮説3>ー 「地域子育て支援センタ一事業の活動項目Jにおいて、他の施設・機関との協力は、あまり
行われていないだろう.
<仮説4>ー 「地域子育て支援センタ一事業の活動項目j において、他施設・機関との協力は、 「円滑な
親子関係の確保Jの視点、の事業のみで行われているだろう。
<仮説5>ー 「地賊子育て支援センタ一事業の活動目的』は、 「子育て支援理念、jの4つの視点すべて、
つまり、 「円滑な親子関係の確保」の視点、 「家族の自己実現」の視点、 「子どもの権利実現Jの視点、
『子どもの健全育成のための環境づくり』の視点と関係をもっているだろう.
<仮説6>一「地域子育て支援センター事業の活動目的Jは、 「子育て支援理念Jの4つの視点の中で、
『円滑な親子関係の確保」という視点、と最も関連をもっているだろう。
本研究の『研究仮説』を検証するために、本調杏研究は rspss/pc+J統計プログラムを利用した。特
別保育事業、地域子育て支援センターの活動項目及び目的の特性と子育て支援理念、との関連性については、
単純集計とクロス分析を実施した。一方、地域子育て支媛ネットワーク上の連携施設・機関、連携内容に
ついては、まず、単純集計で連携施設・機関の連携内容の状況を把握した。次に、本節の第2項における
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各連携内容と連携程度の変数での関連をより明らかに分析するために、保育所と連携がみられる施設と機
関を連携の程度で、 『よく行っているJに4点、 『ときどき行っている」に 3点、 「あまり行っていな
いJに2点、 fほとんど行っていない」に l点、 「行っていない」にOを付与し、得点が高いほど連慌の
程度が高くなると仮定し、平均値の平均である2.05以上の連携施設・機関を“高連携施設・機関"とした。
なお、連携施設・機関における連携程度の内的ー質性は、クロンバッハのα係数がO.7545となり、連携機
関の内的一ー貫性はあると判断できた。その結果、記述統計で連携程度が比較的に高い連携施設・機関とし
て(表17、保健所・保健センター、公民館、福祉事務所、=主任児童委員(児童委員)、医療施設・機関、
社会福祉協議会、児童入所施設の7ヵ所)が該当した。一方、連携内容についても、 「ょくするJに4点、
『ときどきするJに3点、 『あまりしない」に2点、 「ほとんどしないJにl点を付与し、得点、が高いほ
ど連慌の程度が高くなると仮定した。また、連携内容を示す30項目のクロンバッハαをみたところ0.9135
であり、 l分高く、この内容に対する内的一貫性があると判断できた。
この結果に従い、該当する高い連携施設・機関と各連携内容の慕本属性との関係を把握するために、一
元配置分析を行った。ここでは、保育所と高連携施設・機関との連携得点の合計点を従属変数とし、各連
携内容についての連携の程度(カテゴリー)を独立変数とした一元配置分析を行った。なお、分散分析で
の下位検定の多重比較を行う前に、レピンテストで、等分散の検定を行った。等分散と判断された場合は、
シェフテストを、等分散でないと判断された場合にはダネットT3テストという多重比較検定を行った。
この調査分析の結果、すべての「研究仮説Jが支持された。
まず、 r特別保育等事業jにおいては、この事業が、保育所の子育て支援における宇.要施策の代表的な
ものなので、基本的に子育て支援理念の4つの視点すべてが相互に関連しているが、 4つの視点の中で
f家族の自己実現」を支援する視点が最も関連が強かった。
そして、現在、 「地域子育て支援センターの事業』の中で最もよく行われている事業は、育児関連サー
ビスであった。つまり、地域社会の子育て機能の弱体化、核家族世帯の期加により子育てが孤立化し、育
児に関する実際的な知識や方法が受け継がれにくくなっており、育児不安を有する母親が増加するなど、
こうした状態を放置すれば児童虐待、家蕨解体などの深刻な問題に発展することが予見される。これを防
ぐために、子育てを社会的に支援し、 「子育てが楽しくなるj ひいては、親子関係が円滑化になることを
目的にする子育て支緩がよく行われていた。すなわち、 4つの子育て支援の視点においては「円滑な親チ
関係の確保Jという視点、での子育て支援サービスがもっとも行われていた。
次に「家族の自己実現」の視点では特別保育サービスの充実により凶られる部分が大きいが、ここでの
項目では、自分の育児問題はもちろん、母親の生き方の整開ーができる「子育て座談会」、自分の甫児経験
を活用し、母親の社会参加をはかる「支援ボランティアの育成」が比較的によく実施されていた。
『子どもの権利実現」の視点、では、現在実施されている「地域子育て支援センター」事業の中には含ま
れていないこともあり、あまり行われていなかった。したがって、この視点、の克援は、今後の課題でもあ
るが、他の視点での子育て支援事業の充実により間接的に図られると考えられる。
一方、他施設・機関との協力関係においては、事例検討のように協力関係が実際にあまり行われていな
かった。特に、第4章第2節第 I項で「子育て支援センター」と積極的に連携が求められている連携先、
「保健所」、「児童相談所」、「児童委員」、「児童館Jにおいては、比較的に連携が行われている「保健所・
保健センターj を除くと、いずれも消極的であることが示された。
他施設・機関と連携が最もよく行われている連携内容は、 「て子育て通信・遊びのしおり等、資料の作
成・教材研究」であり、唯一過半数を超えている。比較的高い項目は、 「子育て支援に対する総合的なパ
ンフレット等の作成・配布j、『他の施設や機関の情報手段を使用した広報活動Jであり、いずれも、子育
て支援の資料の作成及び広報活動と関連があるものである。また、 「地域子育て支援センタ一事業Jの活
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動目的においては、 「円滑な親子関係の確保Jの視点と関連がある活動目的がもっとも支持されていた。
次に支持されているのは、 「子どもの健全育成の環境づくりJと関連がある活動目的であった。そして、
過半数以下にあまり支持されていないのは、 「家族の自己実現』の視点、での活動目的と『子どもの権利実
現』の視点、での活動目的であった。特に『子どもの権利実現」の視点と関連をもっている活動目的の中、
「子どもの意見反映」は、あまり支持されていなかった。
以上で記述した内容が本論文における研究仮説を検証したものである。この研究仮説の検証結果を要約
すると、 「地域子育て支援センタ一事業の活動項目」の特性は、 『子育て支援理念」の4つの視点、の中、
「円滑な親子関係の確保Jという視点、と最も関連をもっていること、また、 『子どもの権利実現」という
視点、での事業はあまり行われていないことが示された。そして、他施設・機関との協力は、 『円滑な親子
関係の確保」視点の事業でのみ少し行われているだけで、他の視点における事業はあまり行われていない
こと、ひいて、 「地域子育て支援センター事業の活動目的Jは、 『子育て支援理念、Jの4つの視点、すべて、
つまり、 「円滑な親チ関係の確保」の視点、 「家族の自己実現」の視点、 「子どもの権利実現」の視点、
「子どもの健令育成のための環境づくりJ視点、と関係をもっているが、その中でも「円滑な親子関係の確
保」という視点と最も関連を持っていることが示された。
さらに、このような「子育て支援理念」における「で子育て支援ネットワークj の実際に加えて、 「ヂ膏
て支援ネットワーク』の連携内谷及び保膏所と比較的に連携が行われていると判断できる“高連携施設・
機関"との連携程度に対する一元配置分散、レビンテストで等分散の検定、多重比較検定の結果、すべて
の『連携内容」に対する連携程度の聞に有意差がみられた。つまり、各連携内容がよく実施されているほ
ど連携がよく行われていることが示された.
最後に、 「地域子育て支媛センター」の活性化のための課題として最もあげられているのが、 「担当者
の研修j であり、次に、 「相互の情報交換j、『協力体制の確保Jがほぼ9害rJ台近くあげられている。さら
に、施設・機関の間で情報交換する際に、巌も必要な事項としては『子育て家庭の子育ての悩みや課題を
解決するための情報」を最も重要な課題として応えている。なお、 「子どもの健全喬-成のために最も必要
とする情報については、 「子どもたちへの地域情報J (地域の子どもたちの世話役、リーダ一、サークル
等の紹介Jを子どもの健全育成のための必要な情報で、ある。
これまでの本研究の理論的・事例的考察及び調査分析の結果に踏まえ、これからの保育所の子育て支援
ネットワークにおける課題を 3点に絞ると、①各子育て支援理念の視点における子育てネットワークの活
性化、②子どもの側面からの取り組み、③ネットワークにおける保育所の積極的な役割の遂行である。
したがって、これらの課題を解決するためには、現在の「子育て支援センターj の役割と『子育て支援
ネットワーク」の関わりの問題点を見つめながら、その解決へと取り組んでいく必要がある。本研究では、
このような課題から「了'育て支援ネットワーク」に求められる保育所の役割を新しく設定するために、既
存の「子育て支援センター』の事業を補完し、本研究の「子育て支援理念、」の4つの視点、を、すべて取り
入れて、これからの『地蛾子育て支援センター」の役割を提言した。その「地域子育て支援センターJの
役割は、第 lに、 「円滑な家蕨関係の確保J視点、では、家族関係をより円滑にするための子育て支援、す
なわち、育児方法、育児リフレッシュ、育児不安に対する支援を中心に行う。保育所の具体的な事業とし
ては、 「子育てに対する相談、支援」、 「育児リフレッシュ支援」を中心として、各種の相談、子育てサ
ークルの育成、子育て講演会、一時保育事業などを行う役割を遂行する。第2に、 「家族の自己実現」視
点、では、育児と就労の両立支援、社会活動の保障、生き方の実現への支援を通じて、家族成員全員の自己
実現をめざす事業を行う。主として、いわゆる、 「特別保育等事業」の強化と多様な社会活動の保障など
を行う役割を遂行する。
第3に、 「子どもの権利実現J視点、では、 「子どもの権利条約」の要請に沿い、千どもが自分で、自分
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の権利を行使できるようなプログラムや方法を工夫し、事業のなかで、子どもの参加、意見表明ができる
ようなサービスを行う。主として、集団の中で保育を受ける権利、仲間と遊ぶ権利、多様な文化、芸術活
動に参加する権利保障への支援、子どものための相談、子どもの発達、遊び、文化、地敏活動への支援を
中心に子どもの交流、チどもサークルへの支援を行う。また、子どもの遊び場の確保と関連して、保育所
の庭園、設備の開放などを行う役割をする。
そして、このような f子育て支援センター」の役割に基づく保育所の利用『対象j は、すべての子ども
とその家庭である。また、子宵て支侵センターの利用目的は、子育て期間中にある家庭の多くが子育て支
援サービスを利用することによって、」子育ての負担感が大幅に軽減される、より幅のある育児形態の選択
を保障することである。究極的には、育児保障により、それぞれの家族構成員の自己実現と、それにより、
子どもの権利が守られ、子どもの健全育成を保障することである。そのためには、多様化する家庭のそれ
ぞれ個人を基礎単位とするとL活と仕事の実態に見合った、保育所の子育て支援事業の強化と子どもの側面
においての子育て支緩への取り組みが重要である。
もう lつの課題である f子育て支援ネットワーク」における問題に対しては、既存のネットワークの充
実による相互援助ネットワークの構築、そしてそのような相互援助ネットワークにおいて保育所の役割を
積極化することが必要である。その fチ育て支援ネイトワークJにおける保育所の役割を積極化するため
の lつの方法として本研究は、第4掌で提示された問題点を各 f子育て支援」の視点目rJに補完することに
より、既存にネットワークを充実することを提言した。まず、 「円滑な親子関係の確保』の視点、において
は、今のところ、四つの視点の中では、比較的にネットワークが行われているといえるが、事業の実施に
おいて、保育所の関わりが消極的であり、保育所からの関わりがあまりなされていないところに問題点が
あるため、本研究では、 『円滑な親子関係の確保Jのためのネットワークに本研究の考察から必要な事業
を取り入れてみた。 r家族の自己実現Jの視点においては、制度的な援助のみではその達成が難しいとい
う問題点があるため、 「保育関連サービスJのような非制度的子育て支援サービスとの連携による補完が
必要であると提言した。 r子どもの権利実現j視点、においては、現存ーの子育て支援事業及びネットワーク
には、子ども側面の支援があまりなされていないという問題点、がある。これについては、すべての視点の
ネットワークを充実することと、そのなかで、子どもの参加や意見反映の権利を促進していくことにより、
この視点でのネットワークを充実していくことを提言した。最後に、 『子どもの健全育成の環境づくり」
の視点においては、保育所と児童館の関わり以外は、ほとんどのネットワークがなされていないという問
題点があるため、各機関の子青て支援事業をネットワークにとドかせる方法についての多くの工夫が必要で
あると提言した。
ト記のような保育所と子育て機関の連携事項が、 r.:子育て支媛ネットワーク」において、効東的に関わ
りをもつためには、保育所に長年蓄積された子育てに関する知識と技術を本格的に地域の子育て家庭を支
援するために活用することとともに、それぞれの各機関が実施している子角ーて支援事業内容や地域内のチ
育てに関わる諸課題についての情報の交換を行うことが貫要である。相互支援ネットワークを通じて、子
育て専門機関や関係者が、共に地域の課題を出し合い協力する仕組みを設ける、ひいては、その子育て支
援ネットワークを実際に動かしていく中で互いの役割分担を明確にする。さらに、常に地域の子育ての家
庭とヂどものニーズを把握していくことが重要である。
このような連腕活動において、子育て支援ネットワークがより効率的に動くためには、地域のチ育て支
援の拠点になる保育所が、ケアマネジメント機関としての役割の中で、これまで、被討してきた『子育て
支援理念』達成するように、各機関との相可援助ネットワークをさらに充実していくことが求められる。
つまり、保育所が地域のケアマネジメントの拠点として子育てのノウハウをもっている専門的立場から他
機関に適切な助言、指導を行うなどが求められる。
?
??
?
これらの諜題に付け加えて、子育て支援サービスの普遍化、子育て支援サービスの総合化、子育て支援
サービスの専門化が新たな課題になる。
子育て支援サービスの「普遍化Jという課題には、従来の選別主義に対する、すべての子どもや家庭に
必要なサービスを必要とする時、いつでも利用できるようにメニューを広くかっ多様な形で公的に用意す
ることが求められる。しかし、公的支援のみでは、対応ができない現実においては、私的子育て支援サー
ビスが持つ公共性の意義を生かせ、私的子育て支援サービスを活用していくための公私聞の連携に基づく
f子育て支援ネットワークJの構築が重要である.
子育て支援サービスの『総合化Jという課題には、従来、各々の機関別に相Eの調整を欠いたままに進
められがちである子育て支援を、地械単位で総合化したネットワークに再編することが求められる。換言
すれば、各施設で縦割りに進められている子どもや子育て家庭に関わる様々な事業を地域ごとの課題を踏
まえて総合化すること、それと同時に、子ども及び家庭への援助を協力して進める仕組みをつくることが
重要である。
子育て支援サービスの『専門化Jという課題には、直接子どもへの関わりだけでなく、親を含めた子ど
もと親の両者に対応すると同時に親子関係そのものにも向かう専門性が求められる。そのためには、子ど
もとの直接の関わりや世話、発達を促す遊びの関がりなどの具体的な実践経験を通じて得た知識や技術等
をもっと生かして、子育て家庭支援としてのカウンセリングやソーシャルワークなど援助方法の専門性に
発展していくことが重要である。
論文審査の結果の要旨
我が国の少子・高齢社会は、現在の社会のあり方や将来の社会福祉・社会保障に多大な影響を与えてい
る。国は将来の労働力確保のために種々の政策を打ってきたが、その効果は必ずしも上がらず、合計特殊
出生率は下降し続けている。そうした諸政策の中で99年8月に少子化対策特別地方交付金丸 IO{.意円以
ょを計上し、その大部分を保育対策に向けてきた。しかし、そうした国としての大きな政策と共に、国民
(住民)が自ら住む地践における細やかな少子化対策が求められるが、その先端に位置するのが全国約
22.400ヵ所の保育所である。しかも単に保育所のみならず、保育所が連携をとって地域での子育てを支援
していくべき他の機関は多くある。
そこで本申請者は保育所が行う子育て支援のありょうを探ることによって、この重要な課題の解明に迫
ろうとしたのである。その時のキーワードは子育て支援の「理念」と「ネットワークJであった。つまり、
子育て支援に円和見的に行われるのではなくていかなる「理念」に基づいて実施されているのか、またそ
れを地域で効果的に行うために地械のどのような機関・施設とネットワークを組むことが有効なのかとい
った課題の解明であるといえよう。
申請者は韓国における大学院修士課程以来、一貫してU本の保育政策を研究課題としてきたが、 6年前
に来日した後、我が闘の保育所が単に保膏所内で労働者の生活支援や女性の社会進出のための子ども預か
りのレベルではなくて、社会全体の少子化対策として、また地域で機能を果たす保育所のあり方が追求さ
れているのを見て、上記のテーマに取り組んだのである。それは将来的には、我が国以上の高齢化速度を
示している韓凶の政策にも貢献するものであった。
今日の新しい社会子育て支援システムづくりは、 『子育て支援ネットワークJの援助の目標が何か、ど
のような「子育て支援」理念の視点、に中心を置くかによって異なってくる。したがって、 「子育て支援ネ
ットワークJの実際をより明白に分析する lつの方法は、 「子育て支援J理念の視点を明らかにし、その
視点、に基づいて、現有の『子育て支援ネットワークJの援助目標や現状を分析することである。
本論文の考察によると、 「子育て支援」とは、親の蚕育力を高めるための子育て支援を通じて、よりノ
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ーマルな親子関係を確保し、また、生き方の選択肢のー形態として子育てを選ぶことで、家族自身の自己
実現を可能にし、子どもの健全な成長を支えることで『子どもの権利実現」や「子どもが健やかに生まれ
育つための環境づくり」を目指すものである。この理念、は、「円滑な親子関係の確保」、『家族の自己実現J
『子どもの権利実現」、『子どもの健全育成のための環境づくり」の四つの視点に分類でき、「子育て支援ネ
ットワーク」において、それぞれの俊助方向を提示する。
また本論文における「子育て支援ネットワークj というのは、上述の「子育て支援理念」の四つの視点
に基づいて、関係機関や関係者が相亙の連携により糠々な資源、や情報の交換を通じて、子育て家庭や親子
に援助していくこと、また、子どもと家族自身がこれに参加し、諸資源の動員や調整を自らの)Jでおこな
っていけるようにし、こうした課程を経て、機関や関係者に問題意識や情報が波及し、ネットワーク全体
が問題に対応していくことを意味する。
申請者の論文の構成と要点、は次の通りである。まず、第 l章では、子育て支援の社会的必要性を、 「国
際動向(子どもの権利に関する条約、国際家族年など")J、 『社会的要因(家族機能の変容、働く母親の増
加、青児不安の増加)J、 「子育て支援理念の変化(保育の付会化、児童福祉から児童家庭福祉への変化)J
という三つの側面で探っている。
第2言者ーでは、 「子育て支援策」をめぐる主要な動向を時代区分し、第 l期「子育て支援対策の必要性の
台頭」、第2期『少子化対策としての子育て支援対策」、第3期「児童福祉法改iEと下肯て支援対策の拡
充」というごつの時期に分けた。
第3章では、子育て支媛ネットワークを解明するために、米・英国のソーシャル・サポートネットワー
クの視点と、我が国の研究者の「子育て支援理念」をとりあげて考察している。そして前述のような新し
い「子育て支援ネットワークJの同つの視点、を提示し、その各々の視点、に当てはまる子育て支援事業の分
類を試みた。
第4章では、実際、優れた地域子育て支援センターを運営している聖愛国の、①子育て支援センターの
取り組み、②他の子育て.支援施設・機関の取り組み、③保育所と他の子育て支援施設・機関との連携現状、
④『子育て支援」の四つの視点、と関連した連携の現状を検討している。
第5章では、第4章での分析結果を実証するために、全国の「地賊子育て支援センターJ428ヵ所を
対象に、 「子育て支援ネットワークに関する調査Jを研究仮説に基づいて行っている。なお、本研究の調
査分析には、 rspss/pc+ J統計プログラムを利用したが、すべての「研究仮説」が支持されている。
第6章では、これまでの事例研究、理論研究、調査研究により分析された子育て支援理念、における「子
育て支援ネットワーク」の現状と課題に基づいて、 f子育て支援ネットワーク」における保育所の役割と
f子育て支援理念、」における保角所の『子育て支援ネットワーク」のあり方および課題を提言している。
調査から実証できた知見は次のような点がある。現在、保育所の『子育て支援センターj の事業では、
凶つの『で子育て支援』の理念、の中で、子どもの権利実現(遊ぶ権利、子どもの参加、意見の反映等)の取
り組みが欠けているという。また、 「子どもの健全育成の環境づくりJ事業の中での地域つどいの一部を
除いて、ほとんどの事業が親または、親子たちを対象にしていた。
また保育所における子育て支侵ネットワークの重要性が頻繁に指摘されるが、実際には、 『円滑な親子
関係の確保」の視点、以外においてはネットワークが行われていないこと、さらに、この視点においても保
育所側からの積極的な働きかけではなく、他の機関からの依頼があれば協カしているといった消極的な関
わりになっていることが解明されている。
その調査結果を要約すると、 『地域子育て支援センタ一事業の活動項目」の特性は、 「子育て支援理
念、」の内つの視点の中、 「円滑な親子関係の確保」という視点と最も関連をもっていること、また、 『子
どもの権利実現」という視点での事業はあまり行われていないことが示された。そして、他施設・機関と
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の協力は、 「円滑な親子関係の確保』視点の事業でのみ少し行われているだけで、他の視点における事業
はあまり行われていないこと、また、 「地威子育て支援センタ一事業の活動目的』は、 「子育て支援理
念Jの四つの視点、の中でも『円滑な親子関係の確保Jという視点、と最も関連をもっていることが明らかに
なっている。
さらに、このような「子育て支援理念」における『子育て支援ネットワーク』の実際に加えて、 「子育
て支緩ネットワーク』の連携内容が充実しており、保育所との連携が比較的に行われていると判断できる
"高連携施設・機関"との連携程度に対するー元配置分散分析と多重比較検定の結果、すべての『連携内
容Jと連携程度の間に有意差がみられた。つまり、各連携内谷がよく充実されているほど連携がよく行わ
れていることが明らかになった。
最後に「地域子育て支侵センターJの活性化のための課題として重要なのは、第一に「担当者の研修J
であり、次に「相互の情報交換J i協力体制の確保Jであることが判明した。さらに、施設・機関の問で
情報交肢をする際に、最も必要な事項としては『子育て家庭のチ育ての悩みや課題を解決するための情
報Jがあげられている。なお、 「子どもの健全育成のために量も必要とする情報」については、 『子ども
たちへの地域情報J (地域の子どもたちの世話役、リーダ一、サークル等の紹介〉をチどもの健全育成の
ための必要な情報であるとしている。
これまでの本研究の理論的・事例的考察及び調査分析の結果を踏まえ、これからの保育所の子育て支援
ネットワークにおける課題3点に絞ると、①骨子肯ーて支援理念、の視点、における子育て支援ネットワークの
活性化、②子ども主体の取り組み、③ネットワークにおける保育所の積極的な役割の遂行、となる。
したがって、これらの課題を解決するためには、現在の「子育て支援センター」の役割と「子育て支援
ネットワークjの関わりの問題点を見つめながら、その解決へ取り組んでいく必要がある。本研究では、
このような課題から『子育て支援ネットワーク」に求められる保育所の役割を新しく設定するために、ま
た既存の「子育て支援センター」の事業を補完するために、 『チ育て支援理念Jの四つの視点をすべて取
り入れることが必要であることを強調し、さらにこれからの「地域子育て支媛センター」の役割を次のよ
うに提言している。
第lに、 『円滑な親子関係の確保」の視点、では、家族関係をより円滑にするための子育て支援、すなわ
ち、育児方法、育児リフレッシュ、育児不安に対する支援を中心に行う。保育所の貝ー体的な事業としては、
「子育てに対する相談、支援J r育児リフレッシュ支援jを中心として、各種の相談、子育てサークルの
育成、子育て講演会、一時保育事業などを行う役割を遂行する。
第2に、 「家族の自己実現」の視点、では、育児と就労の両立支援、社会活動の保障、生き方の充実への
支援を通じて、家族成員全員の自己実現をめざす事業を行う。主として、いわゆる「特別保育等事業」の
強化と多様な社会活動の保障などを行う役割を遂行する。
第3に、 「子どもの権利実現j の視点では、 「子どもの権利条約」の要請に沿い、子どもが自分で自分
の権利を行使できるようなプログラムや方法を工夫し、事業のなかで千どもの参加、意見表明ができるよ
うなサービスを行う。主として、集団の中で保育を受ける権利、仲間と遊ぶ権利、多犠な文化、芸術活動
に参加する権利保障への支援、子どものための相談、子どもの発達、遊び、文化、地域活動への支援を中
心に子どもの交流、子どもサークルへの支援を行う。また、子どもの遊び場の確保と関連して、保育所の
園庭、設備の開放などを行う役割をする。
また、子育て支援センターの利用目的は、子育て期間中にある家庭の多くが子育て支援サービスを利用
することによって、子育ての負担感が大幅に緑滅され、より幅広い育児形態の選択を保障されることにあ
る。究極的には、育児保障により、それぞれの家族構成員の自己実現と、それによって子どもの権利が守
られ、子どもの健全育成を保障されることである。そのためには、多様化する家庭のそれぞれ個人を基礎
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単位とする生活と仕事の実態に見合った、保育所の子育て支援事業の強化と子どもが主体的に参加できる
子育て支援への取り組みが重要である。
もう 1つの課題である「子育て支援ネットワークJにおける問題に対しては、既存のネットワークの充
実による相互援助ネットワークの構築、そして、そのような相互援助ネットワークにおいて保育所の役割
を積縄的に位置づけることが必要である。その「子育て支援ネットワークJにおける保育所の役割を積極
化するための lつの方法として、本研究は、第4章で提示された問題点を各『子育て支援Jの視点別に補
完することにより、既存のネットワークを充実することを提言した。まず、 f円滑な親子関係の確保」の
視点、においては、今のところ、四つの視点の中では比較的にネットワークが行われているといえるが、事
業の実施において、保宵所の関わりが消極的であり、保育所からの関わりがあまりなされていないところ
に問題点がある。
f家族の自己実現』の視点、においては、制度的な援助のみではその達成が難しいという問題点があるた
め、 「保育関連サービスJのような非制度的子育て支援サービスとの連携による補完が必要であると提言
している。 i子どもの権利実現」視点においては、現在の子育て支援事業及びネットワークには、子ども
主体の支援があまりなされていないという問題点がある。これについては、すべての視点からのネットワ
ークを充実することと、そのなかで、了-どもの参加や窓見反映の権利を促進していくことにより、この視
点、でのネットワークを充実していくことを提言している。
最後に、 「子どもの健全育成の環境づくり」の視点においては、保育所と児童館の関わり以外は、ほと
んどのネットワークがなされでいないという問題点があるため、各機関の子育て支援事業をネットワーク
に生かしていくための方法について、多くの工夫が必要であると提言している。
上記のような保育所と子育て機関の連携事項が「子育て支援ネットワークJにおいて、効呆的に関わり
をもつためには、保育所が長年の問、蓄積した子育てに関する知識と技術を本格的に地域の子育て家庭を
支隠するために活用するとともに、それぞれの各機関が実施しているヂ育て支援事業内脊や地域内の子育
てに関わる諸課題についての情報の交換を行うことが需要である。相互支援ネットワークを通じて、子育
て専門機関や関係者が、共に地域の課題を出し合い協力する仕組みを設けること、ひいては、そのような
子育て支援ネットワークを実際に動かしていく中で互いの役割分担を明雄にすること、さらに、常に地域
の子育て家庭と子どもの.二一ス.を把揮していくことが重要である。
このような連供活動において、子育てム;援ネ、ソトワークがより効率的に動くためには、保育所が地域の
子育て支援の拠点、機関としての役割の中で、これまで験持してきた「子育て支援理念」を達成するように、
各機関との相互援助ネットワークをさらに充実していくことが求められる。つまり、保育所が地域の子育
て支援機関の拠点としてヂ育てのノウハウをもっている専門的立場から他機関に適切な助言、指導を行う
ことなどが求められる。
これらの課題に加えて、子育て支援サービスの普遍化、ヂ育て支援サービスの総合化、子育て支援サー
ビスの専門化が新たな課題になる。
子育て支援サービスの「普遍化』という課題には、従来の選別主義に対し、すべての子どもや家庭に必
要なサービスを、必要とする時いつで、も利用できるように、メニューを仏くかっ多様な形で公的に用意す
ることが求められる。しかし、公的支媛のみでは、対応ができない現実においては、私的な子育て支援サ
ービスが持つ公共性の意義を生かし、私的子育て支援サービスを活用していくための公私闘の連携に基づ
く「子育て支民ネットワーク』の構築が重要であるとするa
子育て支援サービスの「総合化Jという課題では、従来、各々の機関別に相.可の調整を欠いたまま進め
られがちである子育て支援を、地域単位で総合化したネ、yトワークに再編することが求められる。換言す
れば、各施設で縦割りに進められているヂどもや子育て家出に関わる様々な事業を地域ごとの課題を踏ま
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えて総合化すること、それと同時に、子ども及び家庭への援助を協力して進める仕組みをつくることが重
要であると提言している。
子育て支援サービスの『専門化」という課題には、子どもへの直接的な関わりだけでなく親を含めた子
どもと親の両側に対応すると同時に、親子関係そのものに向けた専門性も求められる。そのためには、子
どもとの直接的な関わりや世話、発達を促す遊びの関わりなどの具体的な実践経験を通じて得た知識や技
術等をさらに生かして、子育て家庭支援としてのカウンセリングやソーシャルワークなど援助方法の専門
性に発展させていくことが重要であることを提言している。
以上、論文の内容を概観しつつ、その主張点を検討してきたが、申請者の研究は次のような点において
評価されるものである。
一買した研究テーマの下に、日本と韓国の双方の保育事情の相違を長時聞かけて観察しつつ、今日の課
題である子育て支援を導くものは「子育て理念jであることを見極め、その内容を観察と調査によって確
定し、さらにそれに基づいて全国調査により「子育て支援ネットワーク』を実証的に分析し、それによっ
て今後の子育て支援への的確な提言を行ったことが実践にも貢献するものとして、高く評価される。
よって本論文は、博士(学術)の学位を授与されるに値するものと判定した。
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